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２０２０年４月１０日 

京都教育委員会 

教育長 橋本幸三様 

    

                                    京都教職員組合     

                                    執行委員長 河口 隆洋 

 

新型コロナウイルス対策にかかわる第３次申し入れ 

 

 この間の新型コロナウィルス感染拡大に対する昼夜をわかたぬとりくみに心から敬意を表します。 

 ４月７日、安倍首相は特別措置法のもとづく緊急事態宣言を東京をはじめとする７都府県に発出しました。

それを受けて４月８日、京都府知事及び京都市長は、京都についても宣言に準じる地域と表明し、生活維持

に必要な場合を除く不要不急の外出自粛を要請しました。さらに１０日には、京都も特別措置法にもとづく

緊急事態宣言対象地域とするよう政府に要請するとの報道があります。 

学校現場は、府教委等の４月当初の学校再開方針の撤回によって、口丹以南の地域で府立学校・市町村立

学校が、概ね５月６日まで休校を延長されることになっています。困難な中でも学校現場では、感染対策を

行いながら、子どもたちが少しでも安心して新年度をスタートできるよう努力を積み重ねてきました。 

学校教育に関わるすべての関係者が力を合わせて、新型コロナウィルス感染拡大防止と、子どもたちの学

習する権利を保障するために力を尽くすことが求められています。 

そのことを実現するために以下の７点について申し入れを行いますので、誠意ある回答を求めます。 

 

                      記 

 

１．子どもの登校日は、感染を拡大させないために教室に入る人数を半分程度に抑制すること。また、各学校にマス 

ク、消毒液、非接触型の体温計などを必要数公費で確保すること。 

 

２．任命権者として教職員への感染拡大を防止するために以下のとりくみを行うこと。 

 ①教職員に対して、コロナウィルスへの感染防止を徹底するため、研修を実施すること。 

 ②学校が休校している場合は、できる限り教職員の在宅勤務・テレワーク・自宅研修などを認めること。とりわけ、 

  妊婦や基礎疾患を抱える教職員については、早急に在宅勤務などを実施すること。 

 ③保育園などが登園の自粛を要請している場合も広く特別休暇を認めること。 

 

３．保護者が安心して仕事を休んで子どもを見ることを可能にするために、休業補償制度を大幅に拡充するよう国に 

働きかけること。また、京都府としても独自の休業補償を実施すること。 

 

４．就学援助や高校授業料の無償の適用にあたっては、保護者の急激な所得減などに柔軟に対応すること。また、 

適用基準を緩和するために市町村への財政援助を実施すること。 

 

５．学校の休業が長期化していることから、子どもの健康の保持のための措置（虐待防止、昼食の保障、ストレスの 

解消など）を学校及び関係機関と協力して実施すること。 

 

６．今後、学校を再開する場合は、京都市及び周辺の府県・市町村の感染拡大の状況を慎重に検討し、客観 

的なデータや専門家の医学的見知に基づいて行うこと。また、事前に学校現場や保護者に丁寧に説明する 

こと。 
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７．学校再開後の課題について 

 ①引き続き感染拡大を防止するため、財政措置を含めて最大限の対策を講じること。 

 ②子どもの通常の学校生活の回復を優先させること。また、子どもの教育の空白期間を補うために抜本的 

  な教育条件の改善（少人数学級、専科制の拡大、養護教諭・ＳＳＷ・スクールカウンセラーの増員など） 

  を行うこと。 

  ③未履修の回復にあたっては、学校再開時の子どもの心身の状態に配慮し、帯時間の設定や７時間授業な 

  どによる詰め込みは行わないこと。未履修の回復など教育課程の編成については、各学校の自主的な判 

  断に任せること。また、教職員にも過度な負担にならないように配慮すること。 

 ④部活動の実施にあたっては、部活動集団がクラスターとならないように、非接触、こまめな手の消毒な 

  ど、万全の対策を徹底すること。また、子どもも教職員にも過度の負担にならないよう配慮すること。 

 

                                             以上 


